
 
 平 成 ３ ０ 年 １ ０ 月 １ 日 

水管理・国土保全局河川計画課 

 

住民自らの行動に結びつく災害情報へ 

～国土交通省とメディア関係者が協働プロジェクトを発足～ 
 

 

 

 

 

 

 平成 30 年 7 月豪雨災害では、国、自治体、メディアが提供・配信する各種の水害・土砂災害情報

が住民の危機感に結びつきにくいという課題が見られました。 

 

 このため、国土交通省と情報伝達を担うメディア関係者等が連携・協力し、住民自らの行動

に結びつく情報提供・共有のあり方について検討します。 
 

記 

1 . 日  時 ：平成 30 年 10 月 4 日（木） 16:00～18:00 

2 . 場  所 ：中央合同庁舎３号館１階Ａ会議室（別紙１） 

3 . 構 成 員 ：別紙 2 のとおり 

4 . 議  題 ：(１)平成 30 年 7 月豪雨災害の概要と被害の特徴 

(２)平成 30 年 7 月豪雨災害での水害・土砂災害情報の活用状況ふりかえり 

(３）プロジェクトの進め方 

(４）参加団体の自己紹介 

(５)気象庁、国土交通省水管理・国土保全局からの発表 

5. そ の 他 ： 

・会議は公開にて行われます。 

・報道関係者に限り、取材（カメラ撮り）が可能ですが、会議の冒頭（事務次官挨拶）までとします。 

・傍聴または取材をご希望の方は、前日 10 月 3 日（水）12 時迄に、会社名、氏名、連絡先を、以下の問い合わせ先

まで電話または FAX により連絡をお願いします。 

・傍聴は１社（団体）１名とさせていただきます。会場の都合上、席に限りがございますので、予めご了承下さい。 

・当日は、15 時 50 分までに会議室前にお越しください。 

・配布資料及び議事概要は後日、国土交通省ホームページに掲載いたします。 
 

【問い合わせ先】 

水管理・国土保全局河川計画課河川情報企画室 

企画専門官 田中（内線 35392）、情報企画係長 山地（内線 35345） 

代表：03-5253-8111 直通 03-5253-8446 FAX：03-5253-1602 

国土交通省において、平成 30 年 7 月豪雨災害での被害を踏まえ、水害・土砂災害情報とその伝達手

段について、新たな対応策、連携策を検討・共有するために、「住民自らの行動に結びつく水害・土砂災

害ハザード・リスク情報共有プロジェクト」が 10 月 4 日（木）に始動します。 



住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト 概要

平成30年7月豪雨災害において、ハザードマップの存在を知らなかったとの声や、あらかじめ災害リスクが

公表されていた場所で被災していたことなどを踏まえ、住民行動に結びつく水害・土砂災害情報の提供・共

有方法について、情報関連関係者での新たな対応策、連携策をとりまとめ。

＜Ｈ３０年7月豪雨における主な特徴と課題＞

各種の水害・土砂災害情報が住民の危機感に結びつきにくいという以下の

課題が見られた

危険が想定されたところで災害が発生し死者が発生

避難指示・勧告、各種災害情報が住民の危機感に結びつかず

提供・配信される各種情報に住民が気づかない（豪雨の音、就寝）

よりリアリティのある情報を、個々の住民にどのように届けるか？

住民が行動するきっかけを与える情報はどのようなものがよいか？

住民に直接伝えるチャンネルとなる多様なメディアと国とが連携した新たな

取り組みとして何ができるか？

＜主な論点＞
論点1：住民に切迫性を伝えるために何が

できるか？
論点２：情報弱者に水害・土砂災害情報を

どのように伝えるか？
論点３：より分かりやすい情報提供の在り

方は？

＜スケジュール＞

第１回（10/4）

・平成30年7月豪雨災害の概要

・論点説明

＜個別WG>

・各主体から論点別に意見発表・交換

・計３回程度開催予定

第２回（11/29）

・対応策・連携策とりまとめ

（情報共有プロジェクト）

発災直前から氾濫の危険性を伝える水位情報や、土砂災害危険情報を

住民に届ける方法

各メディアの特性に応じた、住民との情報共有の方法

住民一人一人が逃げる決断をする情報表現方法（洪水情報の見える化）

情報発信者から直接住民へ情報を届ける方法（プッシュ型配信など）

デジタル情報弱者への情報提供のあり方

等について、参加メンバーが連携しつつそれぞれの具体的な対策を検討

そのため、

発災時の水害・土砂災害情報の共有方法を官・民あげて改善す
るための対応策・連携策をプロジェクトとしてとりまとめ



住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト（第1回会議）

日時：平成３０年１０月４日（木） １６：００～１８：００

場所：中央合同庁舎３号館１階Ａ会議室
〒１００-８９１８ 東京都千代田区霞が関２-１-３

●ご来場の際は、公共交通機関をご利用いただくよう、ご協力下さい。

別紙１

最寄り駅
東京メトロ丸ノ内線・日比谷線・千代田線

霞ヶ関駅 Ａ２、Ａ３ａ、Ａ３ｂ出口

東京メトロ有楽町線
桜田門駅 ２番出口



    

 

 
参加団体一覧（五十音順） 

株式会社 エフエム東京 
NPO 法人 気象キャスターネットワーク 
グーグル合同会社 
全国地方新聞社連合会 
ソフトバンク株式会社 
一般財団法人 道路交通情報通信システムセンター 
一般社団法人 日本ケーブルテレビ連盟 
日本放送協会 
一般社団法人 日本民間放送連盟 
一般財団法人 マルチメディア振興センター 
ヤフー株式会社 
KDDI 株式会社 
LINE 株式会社 
株式会社 NTT ドコモ 
Twitter Japan 株式会社 

＜地域・行政＞ 
常総市防災士連絡協議会（事務局長 須賀英雄） 
新潟県見附市（理事兼総務部長 金井薫平） 
国土交通省 水管理・国土保全局  

道路局 道路交通管理課 高度道路交通システム推進室 
気象庁 予報部業務課 

＜オブザーバー＞ 
内閣府（防災担当）  
総務省 情報流通行政局 地域通信振興課 
総務省消防庁 防災課  

 防災課 防災情報室 
国土交通省 大臣官房 広報課 

技術調査課 電気通信室 
国土地理院 応用地理部 
国土技術政策総合研究所 

事務局：国土交通省水管理・国土保全局河川計画課 

別紙２ 


